
第２０回 

建築行政共用データベースシステム

連 絡 協 議 会  総 会

日 時 令和 7年 9月 1日（月）15:15～16:15 

場 所 ＺＯＯＭによるオンライン開催（ウェビナー方式） 

（総会参加者用ログイン情報） 

https://zoom.us/join 

ミーティングＩＤ：875 1231 3202

パスコード   ：659885

（理事） 

理事会ログイン情報に同じ 

次 第 

会長挨拶 

国土交通省挨拶 

ＩＣＢＡ理事長挨拶 

議  事 

第１ 付議事項

（１）役員選任の件 ................................... 4 

第２ 報告事項

（１）前回総会議事録の確認 ........................... 8 

（２）利用状況等 .................................... 11 

（３）電子申請受付システムの構築状況 ................ 32 

（４）確認申請用ＣＤＥの提供 ........................ 35 

（５）その他

１．既存建築確認台帳の電子データ化 ............ 38 

２．建築行政・技術情報の提供事業 .............. 40 

配付資料 
【資料 1-1】連絡協議会役員一覧 

【資料 2-1】前回総会議事録（案） 

【資料 2-2】建築行政共用データベースシステム 利用状況等 

【資料 3 】電子申請受付システムの構築状況 

【資料 4 】確認申請ＣＤＥの提供 

【資料 5-1】既存建築確認台帳の電子データ化 

【資料 5-2】建築行政・技術情報の提供事業(講習会・図書販売・情報提供) 

【参考 1 】連絡協議会 会則 

【参考 2 】連絡協議会 入会状況 



2



第 1 付議事項 
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（現行） 
令和 7年 7月総会まで 

建築行政共用データベースシステム連絡協議会 

役 員 一 覧 

会  長 東 京 都 都 市 整 備 局 市 街 地 建 築 部 長  青 木 成 昭 

副 会 長 大阪府都市整備部住宅建築局建築指導室長 小泉 真一郎 

理  事 北 海 道 建 設 部 住 宅 局 建 築 指 導 課 長  影 山 友 規 

宮 城 県 土 木 部 建 築 宅 地 課 長  高 橋 亘 

神奈川県県土整備局建築住宅部建築指導課長 太 田 宏 美 

愛 知 県 建 築 局 建 築 指 導 課 長  山 崎 宏 

兵 庫 県 ま ち づ く り 部 建 築 指 導 課 長  吉 田 良 

広 島 県 土 木 建 築 局 建 築 課 長  奥 野  功 貴 

愛 媛 県 土 木 部 道 路 都 市 局 建 築 住 宅 課 長 川 井 俊 明 

福 岡 県 建 築 都 市 部 建 築 指 導 課 長  江 頭 美 紀 

横 浜 市 建 築 局 建 築 指 導 部 建 築 企 画 課 長 髙 松 誠 

名古屋市住宅都市局建築指導部建築審査課長 脇 田 泰 史 

大阪市計画調整局建築指導部建築確認課長 國 領 大 介 

北九州市都市戦略局指導部建築指導課長 村 上 安 伸 

日本ＥＲＩ（株）確認検査本部確認管理部長 橘 裕 子 

ビューローベリタスジャパン㈱リソース管理部部長 伊藤  さおり 

（ 株 ） 確 認 サ ー ビ ス 取 締 役 営 業 本 部 長 河 田 康 司 

（一財）静岡県建築住宅まちづくりセンター業務部確認担当部長  兼 田 賢 二 

（ 公 社 ） 日 本 建 築 士 会 連 合 会 専 務 理 事 小野田 吉純 

（一社）日本建築士事務所協会連合会専務理事 脇 山 芳 和 

オブザーバー 国 土 交 通 省 住 宅 局 建 築 指 導 課 長  松 野 秀 生 

国 土 交 通 省 住 宅 局 市 街 地 建 築 課 長  田 中 政 幸 

国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局 建 政 部 長  市 川 智 秀 

国 土 交 通 省 近 畿 地 方 整 備 局 建 政 部 長  山 川 修 

令和7年7月29日現在

資料１－１ 
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（案） 
令和 7年 7月総会後～ 

建築行政共用データベースシステム連絡協議会 

役 員 一 覧 

会  長 東 京 都 都 市 整 備 局 市 街 地 建 築 部 長  青 木 成 昭 

副 会 長 大阪府都市整備部住宅建築局建築指導室長 小泉 真一郎 

理  事 北 海 道 建 設 部 住 宅 局 建 築 指 導 課 長  影 山 友 規 

宮 城 県 土 木 部 建 築 宅 地 課 長  高 橋 亘 

神奈川県県土整備局建築住宅部建築指導課長 太 田 宏 美 

静岡県くらし･環境部建築住宅局建築安全推進課長 冨 田 征 範 

愛 知 県 建 築 局 建 築 指 導 課 長  山 崎 宏 

兵 庫 県 ま ち づ く り 部 建 築 指 導 課 長  吉 田 良 

広 島 県 土 木 建 築 局 建 築 課 長  奥 野  功 貴 

山 口 県 土 木 建 築 部 建 築 指 導 課 長 寺 田 康 洋 

福 岡 県 建 築 都 市 部 建 築 指 導 課 長  江 頭 美 紀 

横 浜 市 建 築 局 建 築 指 導 部 建 築 企 画 課 長 髙 松 誠 

大阪市計画調整局建築指導部建築確認課長 國 領 大 介 

熊本市都市建設局都市政策部建築指導課首席審議員兼課長  林 田 敬 成 

日本ＥＲＩ（株）確認検査本部確認管理部長 橘 裕 子 

ビューローベリタスジャパン㈱リソース管理部部長 伊藤  さおり 

（ 株 ） 確 認 サ ー ビ ス 取 締 役 営 業 本 部 長 河 田 康 司 

（一財）静岡県建築住宅まちづくりセンター業務部確認担当部長  兼 田 賢 二 

（ 公 社 ） 日 本 建 築 士 会 連 合 会 専 務 理 事 小野田 吉純 

（一社）日本建築士事務所協会連合会専務理事 脇 山 芳 和 

オブザーバー 国 土 交 通 省 住 宅 局 建 築 指 導 課 長  松 野 秀 生 

国 土 交 通 省 住 宅 局 市 街 地 建 築 課 長  田 中 政 幸 

国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局 建 政 部 長  市 川 智 秀 

国 土 交 通 省 近 畿 地 方 整 備 局 建 政 部 長  山 川 修 

令和7年9月1日現在 
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第 2 報告事項 
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第 19 回 建築行政共用データベースシステム連絡協議会 総会 議事録（案） 

日 時  令和 5 年 7 月 26 日（水） 15:15～16:15 

場 所 ＺＯＯＭによるオンライン開催

資 料 付議事項（役員選任の件）

報告事項（利用状況等、改修状況、オンライン化の現状と今後の方針）

その他（既存建築確認台帳の電子データ化、建築行政・技術情報提供事業）

１．事務局挨拶（ＩＣＢＡ 後藤理事長）

会員の皆様には、日頃より建築行政共用データベースシステムをはじめ、当財団の

事業にご協力ご支援を頂いていることに御礼を申し上げる。

現在、ＤＸ推進が国の施策の大きな柱として掲げられ、建築行政の分野においても

デジタル化の推進が喫緊の課題となっている。建築行政共用データベースシステム

は運用開始から 14 年目を迎え、より高速化し、安定したシステムの改修に取り組ん

でいきたい。

本日は、建築行政共用データベースシステムの利用状況や改修状況についてご報

告すると共に、役員選出について諮らせていただく。また、当財団では国庫補助事業

として、より多くの建築行政に携わる皆様に電子申請を活用していただけるように

新たなシステム構築の取組を進めており、これについても説明をさせていただく。併

せて、国土交通省の藤原建築デジタル推進官に、建築行政におけるデジタル化の動向

について説明を頂く。

本協議会は日頃ご利用いただいている皆さまと運営側が意思疎通を図る機会であ

り、忌憚のないご意見を頂くと共に、今後とも当協議会の運営への積極的なご参加を

お願いしたい。

２．国土交通省挨拶（藤原建築デジタル推進官）

住宅・建築行政を取り巻く状況変化として、人口減少・世帯減少、気候変動問題、

多様な住まい方、柔軟な働き方、新技術の活用 DX の推進といったことが起きてい

る。そうした状況を踏まえ、昨年度法を改正し、令和 7 年 4 月には改正法の全面施

行により、4 号特例の縮小や省エネの義務化が予定されている。加えて、建築行政の

デジタル化として、建築確認申請等のオンライン申請システム、完了検査等のリモー

ト化、概要書などのインターネット閲覧、定期報告のデジタル化、建築 BIM を活用

した建築確認について、令和 7 年度を中心に順次開始できるように取り組んでいる。

人口減少・担い手減少の時代においても、カーボンニュートラル等の国民・社会から

の期待に応えられる建築行政・建築産業であり続けるために、デジタル化への積極的

な対応が必要である。

全体のロードマップとしては、令和 7 年 4 月に建築確認電子申請受付システムを

構築し、建築分野の DX を進めていきたい。また、建設業界の特徴を見ると、建設技

資料２－１ 
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能労働者の高齢化、若手が少ないこと、建設業の生産性が低いこと、一級建築士の高

齢化が進んでいること、他の業界に比べても長時間労働となっており、DX を進めて

業務環境の改善が必要である。

現在、国土交通省では、建築分野、都市分野、不動産分野が連携して、建築・都市

の DX を進めている。建築・都市の DX により、業務生産性の向上と、建物の快適

性、安全性、利便性といった質の向上にも取り組んでいく。さらに、建築・都市・不

動産分野の情報と交通・物流・観光・福祉・エネルギー等の他分野の情報とをうまく

連携し、蓄積し、活用できる社会の構築を目指していきたい。

建築分野の DX が射程に入れている分野として、15 分野に整理しているが、優先

順位をつけながら戦略的に進めていく。その 1 丁目 1 番地として、CAD による建築

確認の電子化を、ICBA と一緒に取り組んでいるところである。BIM による建築確

認の環境整備としては、令和 7 年度中に「BIM 図面審査」を目指しているが、その

前提になるのが、現在 ICBA と一緒に取り組んでいる「電子申請受付システムの整

備」である。

この電子申請受付システムについては、全ての特定行政庁・全ての指定確認検査機

関が利用可能なものとして作ることを考えている。すでに独自のシステムを持って

いる行政庁や機関もあり、無理に移行してもらうということではないが、すべての関

係者が使えるシステムを作っていく。また、イニシャル費用はかからずに、利用料の

みで使用可能なものとする。さらに、このシステムの中で、構造適判、省エネ適判、

消防同意の手続きが可能であり、将来的には BIM による建築確認、定期報告、許認

可等の手続きが可能になるよう、高い拡張性を持たせていきたい。また、部分的な利

用が可能として、たとえば消防同意の部分のみをこのシステムにて行うこともでき

るようにしたい。こうしたシステムを整備し、令和 7 年 4 月には運用を開始したい。 

BIM による建築確認については、令和 7 年度中に BIM 図面審査が開始できるよ

うにしたい。現在は図面間の整合チェックに 2 割～3 割の時間を取られていると聞く

が、その時間がなくなるようにすることで申請側、審査側の双方にメリットがある。

また、BIM データ審査についても並行して検討し、ゆくゆくは BIM データで確認審

査ができる体系を構築したい。

デジタルの動きはもはや抗うことができない大きな流れである。現在の建築行政

共用データベースシステムも、これから構築しようとしている電子申請受付システ

ムも非常に大事なものと考えており、国土交通省もこうした動きを止めないように

一緒に取り組んでいきたいと思っている。

３．事務局報告

事務局より、現在の会員団体総数４５４団体、定足数２３０団体に対して、出席団

体数２２５団体、委任状提出２２９団体、合計４５４団体となり、本総会が有効に成

立していることが報告された。
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４．議 事

（１）付議事項の確認

「役員選任の件」について事務局より説明され、決議の結果、原案通り決定した。

（２）報告事項

ＩＣＢＡからの報告について、事務局より説明された。

【質疑・意見】

利用料が発生するのは令和 7 年度からで、令和 6 年度からの発生はないという認

識で良いか。（千葉県）

→令和 6 年度からお試しで使えるようになる可能性はあるが、利用料が発生するの

は令和 7 年度からである。（事務局）

WEB 閲覧システムには時間制限はあるのか。（埼玉県）

→メンテナンス時間が必要になるので、365 日 24 時間利用可能にすることは難しい

と考えている。メンテナンスは、ICBA のサーバーにて作業をするので、その時間

を特定行政庁が変更することは難しい。（事務局）

令和 7 年度から ICBA データベースを専用回線なしでも閲覧できるようだが、い

ま利用している専用回線ルータなどはどのようにすれば良いのか。（日本建築検査協

会（株））

→一般のインターネットに繋がったパソコンであれば利用可能になるので、専用回

線ルータは ICBA にて撤去を行う。撤去だけで他の作業は必要ないが、指定確認

検査機関によっては、専用回線についての設定を別途している場合に、その設定を

元に戻す必要がある。（事務局）

定期報告のオンライン受付については、いつごろを想定しているのか。独自開発す

るかの検討にあたって知りたい。（千葉県）

→どのくらいの時期というところまではまだ検討が進んでおらず、今の段階では時

期は回答ができない。また、国土交通省にて定期報告の標準仕様書を検討している

と聞いており、それを受けてオンライン化の検討をすることになる。（事務局）

令和 7 年度に ICBA 回線が廃止されるのか。（四国地方整備局）

→その通りである。（事務局）

時間の都合上、チャット画面に入力された残りの質問には、後日事務局より回答を

送信することとする。（会長）

以上
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建築行政共用データベースシステム 利用状況等 

（１）利用状況 （令和７年７月現在）

①総括表

・ 電子受付：電子申請受付システム ・ 建築士（確認検査）：建築士・事務所登録閲覧システム（照会・確認検査部門での利用）

・ 台帳：台帳登録閲覧システム ・ 建築士（構造適判）：建築士・事務所登録閲覧システム（照会・構造適判部門での利用）

・ 帳簿（NICE）：NICE確認検査受付システム ・ 法令・大臣：法令・大臣認定データベース

・ 通知配信：通知・報告配信システム ・ 地図：建築行政地図情報システム

計
25.7%

720 185

団体数
電子
受付

720 185

建築士
11
1

47

共用データベース契約状況

共用データベース契約状況

共用データベース契約状況
備考

国土交通省住宅局建築指導課及び各地方整備局等

日本建築士会連合会

建築士会

建築士事務所協会

国土交通省住宅局市街地建築課及び日本建築士事務所協会連合会

　建築基準法関連：消防本部

47
47

153
100.0%

153
98.7%

63
104 141 141 －

65.2%

69.5%

80

2
10130

22

26

69 －

団体区分

消防本部

－

－

70
22.5%

52
111
78
18

315
71.3%

電子
受付

10
10
11
31

24.2%

31

　建築基準法関連：特定行政庁

基本情報

基本情報

　建築基準法関連：指定確認検査機関等

40 15 36

90
8 1

大臣指定 26 14

計 442

法令
・大臣 地図

3 45 4

特定行政庁

区分

都道府県

政令市 －

20

76 96 95 －

75.8%

3

15 26 25

45

360

共用データベース契約状況

－ － －

　建築士法関連：国・指定登録機関等

36 23

100.0%

21 36 32 2 27

70 107 97 30 89

107 97 38

34

合計

2

指定区分
国

100.0% －

中央指定登録機関

都道府県

その他

知事指定

計 128 37

65

限特 135 －

４条２項

４条１項
148

団体数
11
1

47
47

地整指定 39

指定登録機関

45 65

特別区 23 －

基本情報

10 9

基本情報

備考

確認検査
指定区分 団体数

うち構造

適判機関

帳簿
（NICE）

20

団体数
うち構造

適判機関

47 3 38
20 －

台帳
通知
配信

100.0%
3 281 392 391

電子
受付

41
15

建築士
（確認検査）

23

備考
通知
配信

建築士
（確認検査）

建築士
（構造適判）

法令
・大臣

20

－ 5.0%

－

建築士
（構造適判）

－

13
3

47
153

47 47
12 20

63.6% 88.7% 81.4%

－ 22
3

50.7% 77.5% 70.3%

指定事務所登録機関

その他

計
100.0%

155

63

合計 138 46

－

100.0% － 54.7% 83.6%

88.5%

凡例

備考

資料２－２ 
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②建築基準法関連：特定行政庁
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③建築基準法関連：指定確認検査機関

17



18



④建築基準法関連：消防本部
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⑤建築士法関連
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（２）登録状況等

①電子申請受付システムの登録件数

電子申請受付システム利用の 315 庁及び 31 機関における確認検査の登録件数（累計）で

す。

令和 7 年 8 月 19 日現在 単位：件 

対象 確認申請 計画変更 中間検査 完了検査 計 

建築物 317 17 334 

昇降機 16 0 16 

工作物 1 0 1 

合計 334 （未実装） （未実装） 351 

②台帳登録閲覧システムの登録件数

台帳登録閲覧システム利用の 280 庁のうち、庁内サーバ型を除く 276 庁における確認検査

pp の登録件数（累計）です。申請単位による計上につき、建築物の数を示す数値ではあり

ません。なお、建築物の確認申請の数値が突出しているのは、過去の紙台帳の一括投入等

が実施されたケースがあることによります。

令和 7 年 3 月 31 日現在 単位：件 

対象 確認申請 計画変更 中間検査 完了検査 計 

建築物 25,027,838 1,083,169 2,887,643 11,486,563 40,485,213 

昇降機 544,160 2,124 232 478,188 1,024,704 

工作物 581,384 13,391 124 358,626 953,525 

合計 26,153,382 1,098,684 2,887,999 12,323,377 42,463,442 

③通知・報告配信システムを利用した指定確認検査機関からの送信件数

１年間に送信された件数です。確認審査報告、検査報告、引受通知、変更届等の区別なく

計上しているため、送信された建築物数を示すわけではありません。

令和６年度実績 単位：件 

指定確認検査機関数 送信件数 

51 439,143 

④法令・大臣認定データベースの照会件数

１年間に実行された法令及び大臣認定各データベースの照会件数です。

令和６年度実績 単位：件 

特定行政庁 指定確認検査機関 

法令データベース 54,350 24,794 

大臣認定データベース 14,019 29,713 
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資料３

電⼦申請受付システムの
構築状況

全体構成
複数のシステムを連携させることで、情報の一貫性とトレーサビリティを確保し、確認申請等のプ
ロセスの迅速化を図っています。また、独自システムとの連携にも配慮しています。

構築中の機能
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リリース
時期 装備⽅針 申請⽅法

確認
審査

構造
適判

省エネ
判定

保健所
通知

中間
検査

完了
検査

軽微
変更

計画
変更

消防
同意

2026
年度

2025
年度

＜申請⽅法＞
全業務でテキスト
データ申請

＜⾃動作成する書類＞
法定様式（申請
書・通知書）及び
主要な運⽤様式

＜申請⽅法＞
確認・消防同意・
計画変更でテキス
トデータ申請

＜⾃動作成する書類＞
確認申請書

システムで
⾃動作成する書

類

申請書
通知書

（済証等）

申請書

装備機能

○

○

○

○

○

○

○

×

○

×

○

×

○

×

○

×

○

×

主な機能

構築中の機能

利用スケジュール

2025年度 2026年度 2027年度

特定⾏政庁
指定確認検査機関

指定構造適判機関
登録省エネ判定機関

消防

保健所

市町村

定期報告地域法⼈
（参考）建築⼠・事務所登

録閲覧システム関係
都道府県・指定登録機関等

（参考）ＢＩＭによる
確認審査環境

装備要否も含め検討中

無償利⽤
確認申請・消防同意のみ

有償利⽤
中間検査、完了検査、軽微変更、保健所通知にも対応

無償利⽤

無償利⽤

●テスト利用環境に、中間検査、完了検査、軽微変更、保健所通知を機能追加

●テスト利用開始

2026.2月

2026.2月

インターネット又はＬＧＷＡＮに接続されたＰＣのみで利用可能です。
テスト利用は無償で随時申込可能ですが、２か月間限定です(ＬＧＷＡＮには対応していません)。

●テスト利用開始

2026.2月

装備要否も含め検討中

有償利⽤
2025年度より建築士事務所登録事務並びに建築士名簿及び建築士事務所登録簿のＷＥＢ閲覧に対応

有償利⽤

有償利⽤
●2026年春 BIM図面審査開始 ※2029年春 BIMデータ審査開始予定
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2026年度以降の機能拡充候補

項目 内容 装備時期

申請受付機能 中間検査・完了検査申請
構造適判申請受付機能
省エネ判定申請受付機能

２０２６年度

許可・認定申請
定期報告受付機能

未定
（中長期的課題）

指摘事項の入力機能 PDFファイルへの審査メモ等追記 中止（追記ソフトは別途必要）

帳票作成機能 申請様式を除く帳票作成機能
（確認済証、確認審査報告書等）

２０２６年度

電子報告機能 指定確認検査機関からの確認審査
報告書等のオンライン提出機能
※現行の台帳システムにおけるオンライン受付機能
はあります

２０２６年度
（特定行政庁の受付には台帳システ
ムの利用が必要）

市町村向け機能 現地調査等の依頼・回答機能 未定
（中長期的課題）

概要書ＷＥＢ閲覧機能 建築計画概要書のＷＥＢ閲覧機能 未定
（中長期的課題）

契約パターン 最低料⾦*1

(税抜年額)

電⼦申請受付システムで対応可能な申請

確認
申請

計画
変更

消防
⼿続

保健所
通知*2

中間/
完了
検査*2

軽微
変更*2

省エネ
判定*2

構造
適判*2

① 全部利⽤
(⼀般特定⾏政庁・指定機関)

¥400,000 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ー

➁ 全部利⽤
(限定特定⾏政庁)

¥150,000 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ー

③ 消防⼿続利⽤
(特定⾏政庁・指定機関共通）

¥30,000 ー ー 〇 〇 ー ー ー ー

④ 構造適判利⽤
(都道府県・指定機関共通）

¥250,000 ー ー ー ー ー ー ー 〇

⑤ 省エネ判定利⽤
(特定⾏政庁・指定機関共通）

¥150,000 ー ー ー ー ー ー 〇 ー

*1 2025年度の利⽤料は無料。上表の料⾦は2026年度以降の利⽤について適⽤
料⾦は過去の年間建築確認件数（書⾯申請含む）に応じて決定し、年間200件以下の場合は⼀律
最低料⾦

*2 保健所通知・中間/完了検査・軽微変更・省エネ判定・構造適判は2026年度に実装予定

利用料
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確認申請用ＣＤＥの提供 

①ＢＩＭ図面審査とは

「BIM 図面審査」とは、国土交通省が取り組んでいる BIM データを活用した建築確認審査

制度のこと。建築確認の電子申請時に、申請書や BIM ソフトウェアから出力した設計図書

PDF に加え、建築物を 3D で表示できる IFC データを補足情報として提出し、審査の効率化

を図るもので、2026 年 4 月からの運用を目指しています。

また、2029 年春からは、IFC データを審査対象とした「BIM データ審査」制度が開始する予

定で、更なる審査の効率化が見込めるようになります。

②確認申請用ＣＤＥとは

「BIM 図面審査」を実現するためのシステムとして「確認申請用 CDE」を bSJ（一般社団法人

building SMART Japan）が開発中で、今年度中に完成する予定です。ICBA ではこのシステムを

bSJ より借り受けて、2026 年 4 月より利用者に提供を開始します。

 
確認申請用 CDE に関する情報は、ICBA の Web サイトで公開します。 

（https://www.icba.or.jp/denshishinsei/kakuninshinsei_cde.html） 

また BIM 図面審査のガイドライン（案）等は、国土交通省の Web サイトで公開しています。 

建築ＢＩＭ推進会議（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/kenchikuBIMsuishinkaigi.html）

資料４ 

ICBA が提供 
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③確認申請用 CDE の画面イメージ

IFC ファイルのビューイングを行う画面

PDF ファイルのビューイングを行う画面 
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④利用料 （案）

確認申請用 CDE の利用料金は、「基本料金」と「従量料金」を合算した金額とします。 

基本料金：システムの基本使用料金として、総審査ボリュームに応じた金額 

（総審査ボリュームを反映する指標の詳細は検討中） 

従量料金：ストレージハードウェア費及びこれらの維持・管理費として、ストレージ契約

量※1に応じた金額。 

基本料金（年額・消費税別）  （年度途中からの利用は、利用開始月を含む月割りとする） 

指標 基本料⾦(定価) ※2 

¥9,450,000〜

\3,400,000 〜 ¥8,800,000 

¥1,200,000 〜 \2,700,000

¥240,000 〜   ¥730,000
※1年度中の変更も可能とします。
※22026 年度の基本料金について、指定確認検査機関は定価の半額とし、特定行政庁は無料とします。

従量料金（年額・消費税別） 

5GB あたり 90,000 円とする （年度途中からの利用は、利用開始月を含む月割りとする） 

ストレージ契約量 契約可能単位 

500GB を超える 100GB 単位 

100GB を超え 500GB 以下 50GB 単位 

50GB を超え 100GB 以下 10GB 単位 

5GB を超え 50GB 以下 5GB 単位 

・毎年度の契約毎に定めます。3年毎の見直しではありません。

・ストレージ契約量によって、契約可能単位が異なります。
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１．既存建築確認台帳の電子データ化 

ＩＣＢＡでは、特定行政庁に保管された紙の建築確認台帳等の情報を建築行政の基礎資料として

活用するため、これらの情報を電子データ化して共用ＤＢに投入する業務を実施しています。 

１．アスベスト補助金を活用した電子化について 

アスベスト補助金は、令和 2 年 12 月 24 日「住宅・建築物アスベスト改修事業の延長・見直しについて」（事務連

絡）のとおり、民間建築物は令和 7 年度末まで延長されています。 

この補助金は定額補助であり、紙の台帳・建築計画概要書を電子化し、そのテキスト情報と概要書ＰＤＦを共用

ＤＢに投入する（①：電子化業務）ことのほか、一定の確認情報と登記情報を地名地番で紐つけることにより作成す

る「アスベスト調査台帳」を整備する（②：アスベスト調査台帳整備業務）費用が全額補助対象とされています。 

建築物台帳等が電子化されることにより、既存住宅売買の円滑化のため、平成 29 年 3 月 31 日国住指第 4546

号「台帳記載事項証明書の発行について」（課長通知）で求められている台帳記載事項証明書の発行も容易とな

ると考えられます。 

表１ ＩＣＢＡの実施する紙の台帳・概要書の電子化業務の全体像について 

資料５−１
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① 電子化業務について

表２の「電子化業務」により、ＩＣＢＡが民間事業者に対して手順書とクラウド上で機能する電子化支援システムを

提供し、紙の台帳・概要書を電子化し共用 DB に投入する業務を受託しています。この「電子化支援システム」とは、

セキュリティが確保されたインターネット上のクラウド環境において、特定行政庁ごとにカスタマイズした入力フォー

ムをＩＣＢＡが提供し、日々の進捗状況を特庁のパソコン画面から確認することができます。

紙の台帳・概要書の電子化と合わせ、EXCEL 等台帳を変換し、共用 DB に投入する場合もあります。

表２ ＩＣＢＡの電子化業務受託方式（紙の台帳・概要書を共用ＤＢに投入する場合） 

業務受託方式（○がＩＣＢＡ受託部分） 

業務プロセス 

ケース

作 業 手

順 書 の

作 成 な

ど 

概 要 書

等 の Ｐ

ＤＦ化 

デ ー タ

パ ン チ

入力 

電 子 化

支 援 シ

ス テ ム

提供

中間ファ

イル作成

検証用環

境の提供

共用 DB

へ の 投

入 

備考 

電子化業務 ○ 原則民間業者が

実施 ○ ○ ○
・特庁がＩＣＢＡ及び民間

事業者の２契約を締

結

注） 発注手続きの簡素化、財政部局からの指示などの理由により全ての業務の直接受託はお受けしませんので

ご留意ください。 

② アスベスト調査台帳整備業務について

平成 28 年 5 月 24 日付国住指第 4276 号「定期報告及びアスベスト対策に係る台帳の整備に関し必要な登記

情報及び地図情報の電子デ－タによる提供依頼等について」（課長通達）より、アスベスト調査台帳等の整備に関

し、所管の法務局から建物登記の電子データによる提供を受けることが可能となりました。 

確認情報及び登記情報を地名地番をキーとして紐付ける作業を実施し、アスベスト調査台帳の整備に関する業

務を受託しております。 

表３ アスベスト調査台帳作成のための位置・所有者特定作業の場合 

業務受託方式（○がＩＣＢＡ受託部分） 

業務プロセス 

ケース

作業手順

書の作成

など 

位置特定作

業 

所有者特定

作業 

電子化支

援システ

ム提供

アスベス

ト調査台

帳作成

備考 

アスベスト調査

台帳整備業務 ○ 原則民間事業者が実施 ○ ○ 
・特庁がＩＣＢＡ及び民

間事業者の２契約を締

結

２.既存システム（EXCEL 台帳等を含む）からのデータ移行について

 既存システムから共用ＤＢへのデータ移行は、既存システム（共用ＤＢ以外のシステム）に格納されたデータ等か

ら「中間ファイル」を作成いただき、それを台帳登録閲覧システムの検証環境に投入して移行後の状態を十分確認

いただいたのち、ＩＣＢＡが共用ＤＢの本番環境に投入することにより行います。データ移行関係資料と必要な費用

はＩＣＢＡのホームページに公開しております。 

ＵＲＬ：https://www.icba.or.jp/kyoyodb/#kakushusiryo 
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２．建築行政・技術情報の提供事業 

①講習会

■建築基準適合判定資格者検定を受検される方を対象とした講習会

・令和 7 年度 建築基準適合判定資格者検定受検講習会（オンデマンド講習会）※募集中

「令和 7 年度版建築基準適合判定資格者の手引き」をテキストとし、昨年出題され

た検定問題の解説を行う【解説コース】と演習問題の解説を行う【演習コース】、【解

説コース】と【演習コース】をセットにした【セットコース】の 3 種。 

 令和 7 年 4 月施行の改正法を適宜踏まえつつ、これまでの一級受検対策に加え、二

級受検対策にも有用な内容を用意。  

配信期間：【解説コース】令和 7 年 6 月 2 日（月）～11 月 13 日（木） 

【演習コース】令和 7 年 7 月 1 日（火）～11 月 13 日（木） 

【セットコース】解説講義 令和 7 年 6 月 2 日（月）～11 月 13 日（木） 

  演習講義 令和 7 年 7 月 1 日（火）～11 月 13 日（木） 

申込期間：令和 7 年 4 月 14 日（月）～10 月 31 日（金） 

後  援：日本建築行政会議 

■建築審査・検査者を対象とした能力向上を目的とした講習会

・令和 7 年度研修 建築確認実務Ⅰ・Ⅱ（集合研修及びライブ研修）※募集中＜Ⅱ＞

建築基準法をはじめ、消防法など関連する法令の知識を修得するとともに、建築確認

において問題となる事例の講義を通じ、実務能力の向上を図る。 

開催期間：＜Ⅰ＞令和 7 年 6 月 10 日（火）～6 月 13 日（金） 4 日間 【終了】 

＜Ⅱ＞令和 7 年 10 月 14 日（火）～10 月 17 日（金）4 日間 

申込期間：＜Ⅱ＞令和 7 年 4 月 8 日（火）～9 月 30 日（火） 

会  場：（一財）全国建設研修センター 研修会館 

共  催：（一財）全国建設研修センター 

・令和 7 度建築確認実践研修（オンデマンド講習会）※11 月頃募集開始予定

審査・検査のポイントを講義するとともに、演習や講師の経験談を交え、建築確認

審査・検査の実践能力の向上を図る内容を用意。 

意匠・設備コースと構造コースの 2 種。 

配信期間：令和 7 年 12 月頃より配信予定（約 2 か月間を予定） 

申込開始：令和 7 年 11 月頃を予定 

後  援：日本建築行政会議（予定） 

資料５－２ 
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②図書販売
・2025 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（通称：黄色本）

令和 7 年 4 月施行の建築基準法の構造基準改正及び最新の知見等を反映した「2020 年

版」の改訂版

一般価格：12,100 円（税込）、会員価格 10,890 円（税込） 

編集：一般財団法人建築行政情報センター 

一般財団法人日本建築防災協会 

・令和 7 年度版 建築基準適合判定資格者の手引き

これから建築基準適合判定資格者検定を受検する方の参考書。過去 5 年間（令和 2年

から令和 6 年）に出題された各検定問題の出題目的、解答例を詳しく解説。

また、令和 6 年の二級問題収録。さらに購入者には令和 6 年実施の再検定問題もホー

ムページからダウンロード可能。

一般価格：4,400 円（税込）、会員価格：3,960 円（税込）

編集協力：日本建築行政会議

・建築物の防火避難規定の解説 2025

法令改正や質疑応答など最新の内容を盛り込んだ、防火避難規定を的確に運用するた

めの基本の解説書。

一般価格：4,950 円（税込）、会員価格：4,455 円（税込） 

編集：日本建築行政会議 

・建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例 2022 年度版

法令改正や本書の記載内容への質疑に対する部会での検討結果を踏まえた、適用事例

2017 年度版の改訂版。

一般価格：5,720 円（税込）、会員価格：5,148 円（税込） 

編集：日本建築行政会議 

・近畿建築行政会議 建築基準法共通取扱い集 2022（第 2 版）

近畿圏内の特定行政庁及び指定確認検査機関が共通に取扱う内容を収録し、8 年ぶりに

改訂。 

  一般価格：3,960 円（税込）、会員価格：3,564 円（税込） 

編集：近畿建築行政会議 

・建築構造審査・検査要領－実務編 審査マニュアル－2018 年版 ※改訂版 R8.3 頃発行予定

建築基準関係規定における構造強度に関する基準への適合を判断する際に、適切かつ統

一的な運用を図るために必要な事項をまとめたもの。

一般価格：7,150 円（税込）、会員価格：6,435 円（税込） 

編集：日本建築行政会議 

③改正建築物省エネ法・改正建築基準法等の円滑施行に係る活動
改正建築物省エネ法・改正建築基準法等に関する円滑施行に係る活動を（一財）日本

建築防災協会とともに国土交通省に実施協力。 

国土交通省「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律等の一部を改正する法律（令和 4 年法律第 69 号）について」ポータルサイ

ト URL：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/r4kaisei_shoenehou_kijunhou.html
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建築行政共用データベースシステム連絡協議会 会則

第 １ 章 総 則

（名 称）

第１条 この会は、建築行政共用データベースシステム連絡協議会（以下「本

会」という。）と称する。

（目 的）

第２条 本会は、建築行政共用データベースシステム（以下「共用ＤＢ」とい

う。）の利用者及び利用予定者相互の情報交換及び意見収集の場を確立す

るとともに、この場を通じて共用ＤＢの運営主体である一般財団法人建

築行政情報センターとの情報共有を図り、もって共用ＤＢの永続的な改

善と普及に資することを目的とする。

（活 動）

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 共用ＤＢに関する情報提供

二 共用ＤＢに対する意見及び要望の取りまとめ

三 その他、本会の目的を達成するために必要な活動

（会員の資格）

第４条 会員は、次に掲げる者とする。

一 国土交通省

二 都道府県

三 建築主事を置く市町村及び特別区

四 指定確認検査機関

五 指定構造計算適合性判定機関

六 建築士法関係機関

七 その他、本会が必要と認める者

（会員の権利）

第５条 会員の権利は、次のとおりとする。

一 会員は、役員の選任権並びに総会の議決権を１団体につき１有する。

なお、選任権及び議決権は団体の代表が行使することができる。

二 会員は、会議及び本会が主催する活動に参加することができる。

第 ２ 章 役 員

（役員の種類及び選任）

第６条 本会に、次の役員を置く。

一 会長 １名

二 副会長 １名

三 理事 １０名以上３０名以下

２ 理事は、総会において選任する。

参考 1 
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３ 会長及び副会長は、理事のうちから総会において選任する。 
（役員の職務） 
第７条 会長は、本会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、副会長がその職務

を代理する。 
３ 会長、副会長及び理事は、理事会を組織し、会則及び総会の議決に基

づき、本会の活動を行う。 
（役員の任期） 
第８条 役員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。 

２ 補欠又は増員のため就任した役員の任期は、在任者の残任期間と同一

とする。 
３ 役員は任期満了の場合においても、後任者が就任するまではその職務

を行わなければならない。 
 

第 ３ 章   会   議 
（会 議） 
第９条 会議は、総会及び理事会とする。 
（総 会） 
第 10 条 総会は、会員をもって構成する。 

２ 総会は、次の事項を議決する。 
一 共用ＤＢ運用の基本的事項に関する提案 
二 会則の改正 
三 その他本会の運営に関すること 

（理事会） 
第 11 条 理事会は、役員をもって構成する。 

２ 理事会は、次の事項を決定する。 
一 総会に付議すべき事項 
二 総会で決定した事項の執行に関すること 
三 その他総会の議決を要しない会務の執行に関すること 

３ 理事会は、本会の活動を効率的に実施するため、部会を置くことがで

きる。 
（会議の招集、開催） 
第 12 条 会議は、会長が招集する。 

２ 総会は、原則として隔年度開催とする。 
３ 理事会は、会長が必要と認めたとき開催する。 

（議 長） 
第 13 条 会議の議長は、会長がこれにあたる。 
（定足数） 
第 14 条 会議は、総会にあっては会員、理事会にあっては役員の２分の１以

上の出席がなければ、開催することができない。 
（議 決） 
第 15 条 議事は、出席者の過半数の同意をもって決する。 

２ 前項において賛否同数のときは、議長がこれを決する。 
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（代理表決等）

第 16 条 やむを得ない理由のため会議に出席できない者は、会長又は他の会

員を代理人として表決を委任することができる。この場合において、前

２条の規定の適用については、その会員は出席したものとみなす。

第 ４ 章 事 務 局

（事務局）

第 17 条 協議会の事務を処理するため、一般財団法人建築行政情報センター

に事務局を置く。

２ 本会の運営経費は、事務局が負担する。

第 ５ 章 雑 則

（細 則）

第 18 条 この会則の施行に関して必要な事項は、理事会の決定を得て別に定

める。

（附 則）

この会則は、平成１９年７月２６日から施行する。

（附 則）

第１条 平成２２年度に限り、会則第８条第１項の規定による役員の任期は、

１年とする。

第２条 この会則は、平成２２年１１月１２日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２４年４月２７日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２６年７月１８日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２７年７月２４日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２９年１０月２７日から施行する。
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建築行政共用データベースシステム連絡協議会 
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